
１．原爆被爆者援護施策等について



注）各事項の額は、億円単位未満四捨五入しているため、合計額は一致しない。

１－１

原爆被爆者援護施策予算案について（令和７年度）
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原爆被爆者援護対策費

（１）医療費等

（２）諸手当等

（３）保健福祉事業等

（４）原爆死没者追悼事業等

（５）調査研究等 ・拡 第二種健康診断特例区域治療支援事業等

調査研究委託費 12

・介護保険等利用被爆者助成事業 29

・医療特別手当 186
・健康管理手当 417

・原爆一般疾病医療費 245

・原爆疾病医療費 9

・被爆体験伝承事業 0.5

・被爆建物・樹木の保存事業 0.5

・新 被爆80周年事業 0.9



● 第二種健康診断特例区域では、被爆体験者の平均年齢も85歳を超え、多くの方が被爆体験に起因する精神疾患や、身体的健康度
の低下に伴う様々な疾病を抱えて長期療養を要している状況が伺われる。このため、「被爆体験者精神影響等調査研究事業」を見直し、

被爆体験に起因する精神疾患に罹患しているかどうかに関わらず、医療費助成の対象範囲を拡大（被爆者と同程度）することとし、新た

に「第二種健康診断特例区域治療支援事業」を実施する（Ｒ６年12月～）

第一種健康診
断特例区域(S51)
第二種健康診断
特例区域(H14)

原爆被爆地域

第二種健康診断特例区域

原爆投下当時に居住していた場合、年１回の健康診
断を受けられる地域

第二種健康診断特例区域治療支援事業

被爆者本事業（注）旧事業（ＰＴＳＤ事業）

○

△
精神疾患及び精神疾患に関連する身体化

症状・心身症と認められる疾患のみ

※ 一年に1度の精神科受診が必要

全ての疾患
（※除外疾患を除く）

医
療
費

○
△

胃がん、大腸がん、肝がん、胆嚢がん、
膵がん、乳がん、子宮体がんの７種のみ

がん種

○×
感染症
外傷

×××

※ 除外疾患

遺伝性の疾患

先天性の疾患

原爆投下以前に

かかった精神病

軽度の虫歯

（注）第二種健康診断特例区域の対象者のうち、11種類の障害を伴う疾病にかかっている者

爆心地から
５ｋｍ

爆心地から
１２ｋｍ

令和７年度予算案
1,993,628千円

１－２



第二種健康診断特例区域治療支援事業リーフレット

1/2 2/2 １－３



令和４年１月28日付け事務連絡
「被爆者等による被爆の実相を語る証言活動の実施について」

1/2 2/2 １－４

リバイス予定



被爆体験伝承者等派遣事業
令和７年度予算案 0.5億円（0.5億円）（原爆死没者追悼平和祈念館運営委託費の内数）

趣旨
戦後７０年以上が経過し、被爆者の高齢化が進み、被爆者本人が体験を語る機会が減少していく中で、被爆体験を次世代へ継承する

ことが課題となっている。そのため、国立原子爆弾被爆者追悼平和祈念館において、広島市・長崎市等が養成、研修している被爆体験の伝
承者、及び証言者等を国内、国外へ派遣する事業を行う。

広島・長崎原爆死没者追悼平和祈念館において実施

国内・国外派遣

国外
活動場所
・学校
・海外原爆展

※来日外国人に対して、また国外においても講話が行えるよう語学研修も実施

○ 国内、国外で被爆体験伝承者・証言者による講話を実施

専属のコーディネーターを
配置

派遣プランの作成
旅程等の手配
派遣中のサポート

・広島市、長崎市内等に派遣
・広島平和記念資料館や長崎原爆資料
館における講話

〇伝承者を養成

国内（広島・長崎市外）
活動場所
・学校
・公民館
・国内原爆展

広島市・長崎市等において実施

被爆体験伝承者
被爆者

被爆体験の伝授

伝承者
リストの
共有

※祈念館が養成している被爆体験記朗読者の派遣も可能

・被爆の実相や話法技術等の講義
・被爆者による被爆体験等の伝授
・講話実習

・都道府県等から、本事業実施事務局（祈念館）に対し、講話の実施を依頼。
・講話の実施に係り、被爆体験の伝承者等の派遣に係る費用（謝金、旅費）は国が負担。

証言者
リスト
の共有

〇証言者を養成

・話法技術等の講義
・講話実習

※長崎市では（公財）長崎平和推進協会にて研修を実施

被爆体験証言者（被爆者本人）

令和５年度から国立市が養成した伝承者も対象に追加

１－５



１－６

被爆体験伝承者等派遣事業 令和５年度募集チラシ

1/2 2/2



原爆展（パネル展示）事業名

自治体主催者

××市役所ロビー開催場所

××市役所ロビーで原爆展（パネル展示）を開催する。概要

人件費
パネル作成費、チラシ代
チラシ郵送料

・給料
・需用費
・役務費
（委託料として支出）

補助対象経費

原爆死没者慰霊等事業費補助金により補助されている取組の例

○○学区原爆死没者慰霊祭事業名

○○学区原爆死没者慰霊事業委員会主催者

○○小学校 慰霊碑前開催場所

慰霊碑前で原爆死没者を悼む慰霊祭を開催する。概要

謝礼金
花代、お茶代、印刷代
案内状郵送料
会場設営

・報償費
・需用費
・役務費
・委託料

補助対象経費

１－７



令和２年12月17日付け事務連絡
「被爆二世健康記録簿（ひな形）の提供について」

※別添は省略1/2 2/2 １－８



※リーフレットは令和３年７月６日付け事務連絡別添

１－９

令和２年11月25日付け事務連絡
「医師等が作成する診断書（介護手当用）の取扱いについて」

1/4 2/4



※リーフレットは令和３年７月６日付け事務連絡別添

１－１０

令和２年11月25日付け事務連絡
「医師等が作成する診断書（介護手当用）の取扱いについて」

4/43/4



令和５年11月29日付け事務連絡
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する事務に係る留意事項について」

1/3 2/3 １－１１

リバイス予定リバイス予定



令和５年11月29日付け事務連絡
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する事務に係る留意事項について」

3/3 １－１２



令和２年11月19日付け事務連絡
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく諸手当の生活保護法及び老人福祉法における取扱いについて」

1/4 2/4 １－１３



令和２年11月19日付け事務連絡
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく諸手当の生活保護法及び老人福祉法における取扱いについて」

4/43/4 １－１４



被爆体験記の収集に係るリーフレット

１－１５



２．原爆症認定について
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平成26年度4月～3月受付分

（処理件数 1,712件）

平成27年8月～3月受付分

（処理件数 923件）

平成28年度4月～3月受付分

（処理件数 1,339件）

平成29年度4月～3月受付分

（処理件数 1,211件）

平成30年度4月～3月受付分

（処理件数 1,135件）

令和元年度4月～3月受付分

（処理件数 1,016件）

令和2年度4月～3月受付分

（処理件数 843件）

令和3年度4月～3月受付分

（処理件数 806件）

令和4年度4月～3月受付分

（処理件数 791件）

令和5年度4月～3月受付分

（処理件数 770件）

原爆症認定審査期間の推移

平成２７年８月より審査の迅速化開始

※「審査期間」は、申請受付から認定・却下通知が申請者に届くまでの期間として整理

原爆症認定審査については、平成２７年の平和祈念式典等において、総理から迅速な
審査に努めることを表明し、厚生労働大臣から原則６ヶ月での審査を行うことを約束。

６か月以内で審査を行った割合

６ヶ月以内に審査した割合

令和６年９月末時点

7ヶ月以上

２－１



昭和１０年１０月１日生年月日男性別○ ○○氏名

住所

９８７６５４３被爆者健康手帳
の番号０１２－３４５－６７８９電話番号

胃がん負傷又は疾病の
名称

8月6日は広島の爆心から約5km離れた○○町の○○工場にいましたので、被爆者健康
手帳は１号（直接被爆）で交付を受けています。
また、江波町の方へ出掛けていた兄が帰ってこなかったので、翌日、母親と広島市内に

捜索に行きました。8時 に○○町の自宅を出発し、9時頃に横川駅付近に到着し、天満川
に沿って、天満町、観音町の方を通り歩いていきました。

被爆時の状況
（入市の状況を
含む。）
（※１）

被爆直後は急性症状はありませんでした。
35歳頃 結核
1976年～ 貧血
1982年 胃潰瘍
1990年 白内障
1995年 高血圧症
2001年 肝機能障害
2008年 胃がん

被爆直後の症状
及びその後の健
康状態の概要
（※２）

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１１条第１項の規定により、認定を受けたく、
関係書類を添えて申請します。

年 月 日
㊞

厚生労働大臣 殿
（※１）被爆をした地点及びその周囲の状況について記載してください。

被爆後の入がある場合には、入市日、入市経路及びその後の行動、滞在時間を記載してください。
なお、被爆者健康手帳の記載を参考に記載し、その写しを添付してください。

（※２）被爆直後の症状や被爆時以降現在までの健康状態の変化等について記載してください。

医療を受けていたり様々な調査を受けていたことにより、客観的な資料がある場合併せて添付してください。

「被爆時の状況」欄について
○被爆者健康手帳記載を参考に記載する。
○被爆者健康手帳に記載されていない被爆
事実がある場合も記載する。
（例：直接被爆のみで手帳が交付されて

いるが入市被爆もある場合）

≪原爆症認定申請時における留意事項について≫

２－２



令和６年７月10日付け事務連絡
「医師等が作成する書類の取扱いについて」

1/4 2/4 ２－３



令和６年７月10日付け事務連絡
「医師等が作成する書類の取扱いについて」

3/4 4/4 ２－４



平成26年3月20日付け健発0320第1号
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行について（施行通知）」

1/2 2/2 ２－５



平成26年3月31日付け事務連絡
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行に係る疑義照会について」

1/4 2/4 ２－６



平成26年3月31日付け事務連絡
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行に係る疑義照会について」

3/4 4/4 ２－７



３．各種手当額の改定について



原 爆 諸 手 当 一 覧

受給者数等
（令和６年３月末現在）

支 給 要 件令和７年度支給単価
（予定）

手 当 の 種 類

5,165人
原子爆弾の放射能が原因で病気やけがの状態にあるという厚生労働大臣の
認定を受けた人で、まだその病気やけがの治っていない人

円154,090
月
額

医療特別手当

2,533人
原子爆弾の放射能が原因で病気やけがの状態にあるという厚生労働大臣の
認定を受けた人で、現在はその病気やけがが治った人

円56,900
月
額

特別手当

12人原子爆弾の放射能が原因で小頭症の状態にある人円53,030
月
額

原子爆弾小頭症
手当

86,921人
高血圧性心疾患等の循環器機能障害のほか、運動器機能障害、視機能障害
(白内障)、造血機能障害、肝臓機能障害、内分泌腺機能障害等１１障害の
いずれかを伴う病気にかかっている人

円37,900
月
額

健康管理手当

2,173人２㎞以内で直接
被爆した人と当
時その人の胎児
だった人

円19,000
一
般

月
額

保健手当

601人
身障手帳１級から３級程度の身体障害、ケロイドのある
人又は70歳以上の身寄りのない単身居宅生活者

円37,900
増
額

11,971件

精神上又は身体上の障害のために費用を支出して身のまわりの世話をする
人を雇った場合
(重度：身障手帳１級及び２級の一部程度、
中度：身障手帳２級の一部及び３級程度)

円109,770重
度

月
額

介護手当
以内

円73,170中
度 以内

9,529件
重度の障害のある人で、費用を出さずに身のまわりの世話をうけている場
合(身障手帳１級及び２級の一部程度)

円24,190
月
額

家族介護手当

8,710件原爆の影響の関連により死亡した被爆者の葬祭を行う人に支給円219,000葬祭料

令和７年度の医療特別手当等（葬祭料を除く。）の支給単価については、令和６年平均の全国消費者物価指数の対前年
比変動率が+２.７％（介護手当については、令和６年人事院勧告での月例給の改定が+２.７6%）となったことにより、
引き上げとなります。（令和７年４月から改定予定）

３－１（人数は令和６年３月末時点の受給者数、件数は令和６年３月末時点の支給延べ件数）



４．被爆者健康手帳の審査について



「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の「原告」と同じような
事情にあったと認められる者に係る取扱いについて

原告と同じような事情の者の取扱い

令和４年４月１日から適用する（適用前になされた交付申請については、令和４年４月１日に申請があったものとみなす）

適用期日

次に掲げる11種類の障害を伴う疾病（原子爆弾の放射能の影響によるものでないことが明らかであるものを除く）にかかっている者。

①黒い雨を浴びた、黒い雨で服が濡れたなど、黒い雨に遭ったことが確認できること。
※申請者の個々の状況を踏まえ、黒い雨に遭ったことが否定できない場合は、黒い雨に遭ったものとみなして取り扱う。

②黒い雨に遭った場所・時間帯、降雨状況、生活状況等が「原告」と同じような事情にあったことが確認できること。
※「黒い雨」訴訟の第一審判決及び第二審判決において「黒い雨」が降っていたことの事実認定に用いられた資料や、「黒い雨」
に遭った当時の居住地や通学先、勤務先の分かる書類等を基に、個々の事情を踏まえて確認する。

１．黒い雨に遭った者

２．疾病にかかっている者

①造血機能障害を伴う疾病（再生不良性貧血、鉄欠乏性貧血など） ②肝臓機能障害を伴う疾病（肝硬変など）
③細胞増殖機能障害を伴う疾病（悪性新生物など） ④内分泌腺機能障害を伴う疾病（糖尿病、甲状腺機能低下症など）
⑤脳血管障害を伴う疾病（くも膜下出血、脳出血、脳梗塞など） ⑥循環器機能障害を伴う疾病（高血圧性心疾患、慢性虚血性心疾患など）
⑦腎臓機能障害を伴う疾病（慢性腎炎、慢性腎不全など） ⑧水晶体混濁による視機能障害を伴う疾病（白内障）
⑨呼吸器機能障害を伴う疾病（肺気腫、慢性間質性肺炎、肺線維症など）⑩運動器機能障害を伴う疾病（変形性関節症、変形性脊椎症など）
⑪潰瘍による消化器機能障害を伴う疾病（胃潰瘍、十二指腸潰瘍など）

次の１及び２のいずれにも該当する者は、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１条第３号に規定する「身体に原子爆弾の
放射能の影響を受けるような事情の下にあった者」と認めることとする。

※ 過去に白内障の手術を受けた者（眼内レンズ挿入者）は、水晶体混濁による視機能障害にかかっている者とみなす。
※ 診断書は、健康管理手当用のものを流用する。
※ 健康管理手当の支給要件である障害を伴う疾病の有無の認定における確認方法に準じて確認する。

（令和４年３月18日健発0318第８号健康局長通知）
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令和４年10月11日付け健総発1011第２号
「原子爆弾投下当時に広島の「黒い雨」に遭った者の胎児であった者からの被爆者健康手帳交付申請の取扱い等について」

1/2 2/2 ４－２



令和４年10月11日付け健総発1011第１号
「被爆者健康手帳の交付申請中に申請者が死亡した場合の取扱いについて」
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令和４年10月11日付け事務連絡
「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の原告と同じような事情にある方々に対する積極的な周知について」
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令和５年12月26日付け事務連絡
「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の原告と同じような事情にある方々に対する積極的な周知等について」
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令和６年12月10日付け事務連絡
「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の原告と同じような事情にある方々の要件確認について」
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リーフレットひな形

４－７



５．医療ＤＸについて



５－１



５－２



６．公衆衛生関係行政事務指導監査
について



公衆衛生関係行政事務指導監査について

令和７年度における、各制度ごとの主な重点事項は次のとおり。

○ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律関係
・ 被爆者健康手帳の審査・交付状況
・ 健康診断の実施状況
・ 原爆症認定申請の事務処理状況
・ 各種手当の認定、支給事務処理状況

○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律関係（結核に関する
事務に限る。）
・ 健康診断の実施状況
・ 医師及び病院管理者が行う届出状況
・ 家庭訪問等指導の実施状況
・ 就業制限の実施状況
・ 入院勧告の実施状況
・ 結核医療費の公費負担事務処理状況
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○ 難病の患者に対する医療等に関する法律関係
・ 支給認定等の状況
・ 特定医療受給者証交付状況
・ 指定医療機関及び指定医の指定状況
・ 指定難病審査会の設置・運営状況

○ 児童福祉法（小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事務に限る。） 関係
・ 支給認定等の状況
・ 小児慢性特定疾病医療受給者証交付状況
・ 指定医療機関及び指定医の指定状況
・ 小児慢性特定疾病審査会の設置・運営状況

また、令和６年度の指導監査においても、是正改善を図る必要があると見受
けられる事項が散見されるので、改めて制度について理解の上、適切に対処さ
れるようお願いする。

※ 都道府県及び指定都市に対しては、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」に係
る事務指導監査についても、本指導監査と併せて実施する予定。
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令和７年度公衆衛生関係行政事務指導監査実施自治体（案）

【指導監査対象自治体〔６４〕】
都道府県〔２４〕
北海道、青森県、岩手県、茨城県、埼玉県、神奈川県、新潟県、福井県、
山梨県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、島根県、
山口県、徳島県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県

指定都市〔１０〕
仙台市、さいたま市、横浜市、新潟市、京都市、大阪市、神戸市、岡山市、
広島市、福岡市

中核市〔２０〕
八戸市、秋田市、郡山市、水戸市、宇都宮市、高崎市、川口市、八王子市、
豊橋市、豊中市、吹田市、枚方市、八尾市、寝屋川市、明石市、松江市、
倉敷市、福山市、下関市、高知市

保健所設置市、特別区〔１０〕
藤沢市、茅ヶ崎市、千代田区、中央区、渋谷区、中野区、北区、板橋区、
足立区、江戸川区

※ 児童相談所設置に伴い、小児慢性特定疾病医療費支給認定事務を実施している市（区）：
中野区、板橋区及び江戸川区
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７．保健衛生施設等施設・設備整備費補助金
について



保健衛生施設等施設・設備整備費補助金

・原爆医療施設 ・原爆被爆者保健福祉施設 ・放射線影響研究所施設 ・農村検診センター
・小児がん拠点病院 ・ｴｲｽﾞ治療拠点病院 ・HIV検査・相談室 ・難病相談支援センター
・感染症指定医療機関 ・感染症外来協力医療機関※ ・結核患者収容モデル病室 ・結核研究所
・多剤耐性結核専門医療機関 ・医薬分業推進支援センター ・食肉衛生検査所 ・精神科病院
・精神保健福祉センター ・精神科デイ・ケア施設 ・精神科救急医療センター ・地方衛生研究所等

※R6以前からの継続事業に限る。

・原爆医療施設 ・原爆被爆者保健福祉施設 ・原爆被爆者健康管理施設 ・都道府県がん診療連携拠点病院等
・マンモグラフィ検診機関 ・ｴｲｽﾞ治療拠点病院 ・HIV検査・相談室 ・難病医療拠点・協力病院
・眼球あっせん機関 ・さい帯血バンク ・組織バンク ・末梢血幹細胞採取施設
・感染症指定医療機関 ・結核研究所 ・医薬分業推進支援センター ・食肉衛生検査所
・と畜場 ・市場衛生検査所 ・精神科病院 ・精神保健福祉センター
・精神科デイ・ケア施設 ・精神科救急車 ・精神科救急情報センター ・地方衛生研究所等
・喫煙専用室等の基準適合性を検証する機関

目 的 ： 地域住民の健康増進や疾病の予防、治療を行い、もって公衆衛生の向上に寄与するため、都道府県等が設置

する感染症指定医療機関、エイズ治療拠点病院、難病医療拠点・協力病院や精神科病院等の整備促進を図る。

（１）保健衛生施設等施設整備費補助金 ３，９６９百万円 （ ３，８６９百万円）

（２）保健衛生施設等設備備費補助金 ２，５４１百万円 （ ２，５４１百万円）

※ 令和６年度整備計画についても、内示後に事業の延期・中止等の事態を生じさせることがないよう、管内の事業者等に
対しても適切な指導をお願いする。

令和７年度予算案、（）内は令和６年度予算額
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【一般会計】

【東日本大震災復興特別会計（復興庁一括計上）】

（１）保健衛生施設等災害復旧費補助金 ８１５百万円 （ ６７９百万円 ）

（２）保健衛生施設等設備災害復旧費補助金 ０百万円 （ ０百万円 ）



地方衛生研究所等の機能・体制強化

○ 地方衛生研究所については、令和４年12月に成立した地域保健法の改正により、保健所設置自治体に対し、地方衛生研究所
等の有する機能（地域保健法に規定する地域における専門的な調査研究・試験検査等）を確保するために必要な措置（整備や
連携等）を講ずる責務が定められ、令和５年５月に成立した改正地域保健法において、地域保健法に規定する地域における専
門的な調査研究・試験検査等を行う機関を「地方衛生研究所等」と定義付けられ、その位置づけが明確化された。

○ 令和６年７月に改定された新型インフルエンザ等対策政府行動計画においても、地方衛生研究所等は地域の情報収集・分析
等における科学的かつ技術的な役割を担う点で、感染症危機時の中核となる存在であることが明記されており、次の感染症危
機に備えた検査・サーベイランス体制を構築するため、保健所設置自治体等が地方衛生研究所等の体制整備を行う必要がある。

１ 事業の目的

厚生労働省 保健所設置自治体等

補助

申請等

新設・改築・
増設・改修等

地衛研等

３ 実施主体等

○ 地方衛生研究所等が、今後の新興・再興感染症発生時、広域的な感染症のまん延の際、民間検査体制が十分に整うまでの間の必要な
検査を実施するとともに、地域の変異株の状況の分析等のサーベイランス機能を発揮することができるよう体制整備を促進する。

＜対象＞
地域保健法第２６条に基づく調査・研究、試験・検査を行うために必要な地方衛生研究所等の改修等のために必要な工事費または工事

請負費及び工事事務費

実施主体：都道府県、保健所設置市、特別区、地方独立行政法人 補助率：１／２

２ 事業の概要・スキーム等

健康・生活衛生局健康課
（内線2398）
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８．毒ガス障害者対策の概要について



８－１

１．目 的
第二次大戦中、広島県大久野島にあった旧陸軍造兵廠忠海製造所等、福岡県北九州市にあった同曾根製
造所及び神奈川県寒川町にあった旧相模海軍工廠に従事していた者等の中には、当時製造していた毒ガ
スによる健康被害が多くみられることから、健康診断や相談指導の実施、医療費、各種手当の支給等を行
い、健康の保持と向上を図っている。

２．対象者
毒ガス障害者対策は、当時の従事関係に応じ、対策を講じている。

（１） 旧陸軍共済組合等の組合員であった者については財務省
→ 「ガス障害者救済のための特別措置要綱｣（昭２９）及び「ガス障害者に
対する特別手当等支給要綱｣（昭４５）により国家公務員共済組合連合会が実施

（２） 動員学徒、女子挺身隊員等の組合員以外の者については厚生労働省
→ 「毒ガス障害者に対する救済措置要綱｣（昭４９）により広島県、福岡県及び
神奈川県に委託して実施

財 務 省： 126人

厚生労働省： 534人

忠海： 505人

曾根： 27人

相模： 2人

（令和6年3月末現在)

３．疾病の範囲
・ 慢性呼吸器疾患（慢性鼻咽頭炎、慢性気管支炎等）
・ 同疾病に罹患しているものに発生した気道がん（副鼻腔がん､舌がん等）
・ 上記疾病にかかっている者に併発した循環器疾患、呼吸器感染症、
消化器疾患、皮膚疾患

＜対象者数＞

毒ガス障害者対策費

令和７年度予算（案）

388,333千円

うち 健康診断費

8,218千円

うち 医療費

6,453千円

うち 各種手当

357,130千円

うち 相談事業等

16,532千円

＜予算額＞
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４．対策の概要＜厚生労働省＞
① 健康管理手帳
② 健康診断
③ 医療手帳
④ 医療費
⑤ 特別手当

⑥ 医療手当

⑦ 健康管理手当
⑧ 保健手当
⑨ 介護手当
⑩ 家族介護手当

受 給 者

R6.3月末現在

支給予定額

（令和7年度）

534人

493人

15人

436人

2人

0人

0人

0人

① －

③ －

⑤ 113,650円

⑥入８以 40,560円

入８未 37,900円

⑦ 37,900円

⑧ 19,000円

⑨重度 109,770円

中度 73,170円

⑩ 24,190円

５．令和７年度予算（案）
３８８，３３３千円（うち委託額３８７，１０６千円）

動員学徒等として従事していた者に交付
年１回（一般検査､精密検査）
毒ガスに起因する疾病を有する者に交付
医療保険の自己負担分を支給
毒ガスに起因する疾病を有し、
かつ重篤と認められた者に支給
特別手当を支給されている者であって、
その疾病に係る療養を受けた期間について支給
毒ガスに起因する疾病が継続する者に支給
毒ガス障害の再発のおそれのある者に支給
費用を支出して介護を受けている者に支給
疾病が重度であり、家族の介護を要する状態
にある者に支給

６．創設年度
昭和４９年度



９．カネミ油症に関する施策の総合的な推進
について



カネミ油症に関する施策の総合的な推進について

平成２４年８月に成立した「カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律」
に基づく基本指針（告示）に基づき、国（厚生労働省、農林水産省）、カネミ倉庫株式会
社、カネミ油症患者による三者協議を定期的に開催し、カネミ油症患者に関する施策の推進
のために必要な事項について協議を実施。

２．三者協議

国及び関係地方公共団体は「カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法
律」に基づき、カネミ油症患者に関する施策を策定し、実施している。

３．施策の総合的な推進

昭和４３年１０月、西日本を中心に広域にわたって、ライスオイル（米ぬか油）による食
中毒が発生。
＜令和６年１２月末現在までの累計認定患者数＞
２，３８０人（うち同居家族認定３５０人、うち生存患者数 約１，４００人）
※ 事件発生直後、厚生省は九州大学を中心とした油症研究班に診断基準の策定を依頼（これを参考に各自治
体が患者を認定）。

１．概 要

事件の原因

患者の症状

・ カネミ倉庫社製ライスオイル（米ぬか油）中に、脱臭工程の熱媒体として用いられた
鐘淵化学工業（現カネカ）社製カネクロール（ＰＣＢ、ＰＣＤＦ等）が混入したこと。

・ 吹出物、色素沈着、目やになどの皮膚症状
・ 全身倦怠感、しびれ感、食欲不振等の症状等
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○健康実態調査の実施
・認定患者に対する調査票の送付や要介護者等への記入の介助
・健康調査支援金の迅速な支払い（遅くとも９月末まで）
・油症相談支援員の設置の積極的な活用

○認定について
・広報誌やホームページを活用した周知
・油症治療研究班による油症患者診定委員会との連携を図り、計画的な認定の実施

○カネミ油症検診の実施
・油症治療研究班と連携して、必要な検診体制の整備、検診日や場所など、日程面、交
通面等の利便性を高めるように工夫

○受療券利用可能医療機関の拡大
・患者からの要望がある医療機関に対して、市町村、地域の関係団体（県医師会等）
と連携の上、協力要請

○カネミ油症に関する情報提供及び相談支援の推進
・患者からの医療費の支払や健康、生活面に関する相談対応
・広報誌やホームページ等を通じたカネミ油症に関する正しい知識の普及

都道府県等へのお願い
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カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律（概要）H24.9.5施行

カネミ油症患者が置かれている事情に鑑み、カネミ油症患者に関する施策に関し、
①基本理念を定め、②国等の責務を明らかにし、③基本指針の策定について定めるとともに、
④施策の基本となる事項を定めることにより、カネミ油症患者に関する施策を総合的に推進
することを目的とする。

国
等
の
責
務

基本指針

厚生労働大臣及び農林水産大臣は、カネミ油
症患者に関する施策の総合的な推進を図る
ため、基本的な指針を策定

基本的施策

国
基本理念にのっとり、
施策を総合的に策定・実
施

関係地方公共団体
基本理念にのっとり、
国との連携を図りつつ、
地域の特性に応じた
施策を策定・実施

原因事業者
医療費の支払その他被害
の回復の誠実な実施等

国民
正しい知識を持ち、カネ
ミ油症患者等が差別され
ないように配慮

原因事業者による医
療費の支払その他被
害の回復の支援

カネミ油症患者に対
する医療提供体制の
確保

診断基準の見直し及
び調査・研究の促進
等

症状・治療等に関す
る情報の収集・提供、
相談支援の推進

＊カネミ油症患者の
適切な医療の確保。
生活の質の維持向上。

＊カネミ油症に関す
る専門的・学際的・
総合的な研究の推進
による診断、治療等
の技術の向上。その
成果の普及・活用・
発展。

＊カネミ油症患者等
の人権が尊重され、
差別されないように
配慮。

＊原因事業者に対す
る国の支援は、カネ
ミ油症患者の生活の
質の維持向上に資す
ることを旨として行
われるものとする。

基
本
理
念

カネミ油症患者の健
康状態の把握

＜附則＞
・政府は、法律の施行後三年を目途として、施行状況を勘案し、施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる
ものとする。
・経済的社会的環境の変化等により原因事業者の事業の継続が困難となることが明らかとなった場合には、この法律の規定について速やかに
検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 ９－３



カネミ油症患者に関する施策の推進に関する基本的な指針（概要）

＜医療費の支払の支援＞
今後とも、最大限、カネミ倉庫株式会社が保有する倉庫の有

効かつ安定的な活用を図り、将来にわたって医療費がカネミ倉
庫株式会社から確実に支払われるようにする。
＜一時金の残余等の支払の支援＞
カネミ倉庫株式会社による新たな倉庫の活用のための取組を

支援するとともに、政府所有米穀の保管の委託数量の拡大等に
よる収入の増加を図り、その利益について一時金の残余等の支
払に適切に充てられるようにする。
＜上記施策の実施の確保＞
カネミ油症患者に対し医療費や一時金の残余等が確実に支払

われるよう、その状況について把握するとともに、必要に応じ
てカネミ倉庫株式会社に対する指導を行う。

油症の特殊性を踏まえ、油症の調査・研究を更に推進するた
め、油症患者の健康実態調査を実施し、対象者に「健康調査支
援金」を支給する。当面、毎年度実施する。

厚生労働省や関係都府県等が医療機関等と調整し、油症患者
受療券が利用可能な医療機関の拡大を図るとともに、受療券が
利用可能な医療機関の一覧を作成し、周知を図る。

事件当時の同居家族で健康被害を受けた者が、家族内で認定
結果が分かれることのないよう、油症治療研究班に対して、診
断基準を拡大する方向で速やかに結論をとりまとめるよう要請
する。
また、今後とも油症治療研究班への助成を行い、カネミ油症

に関する調査及び研究の効果的な推進を図る。

油症治療研究班に蓄積される最新の研究成果や医学的知見及
び医師の治療の参考となる症例集を、全国の医療機関に対して、
インターネット等により速やかに情報提供する等の取組を図る。
また、厚生労働省や関係都道府県は、カネミ倉庫株式会社に

よる医療費の支払等に関するカネミ油症患者からの相談に対応
する。

○原因事業者による医療費の支払等の被害の回復の支援

○カネミ油症患者の健康状態の把握

○カネミ油症の診断基準の見直し、調査、研究

○カネミ油症に係る医療提供体制の確保

○カネミ油症の症状、治療等の情報の収集・提供及び相
談支援

＜カネミ油症に関する正しい知識の普及啓発＞
カネミ油症患者等が不当に差別されることのないよう、国及

び関係地方公共団体は、カネミ油症に関する正しい知識の普及
啓発に努める。
＜関係団体等による定期的な協議等＞
国、カネミ倉庫株式会社、カネミ油症患者の三者から構成さ

れる定期的な協議の場を設けるとともに、関係省庁から構成さ
れる連絡会議の開催を通じ、情報の共有及び施策の連携を図る。
〈新たな支援措置の実施〉
国は、カネミ油症患者が自らの検診の結果を継続的に把握す

ること及び健康実態調査や検診の後に、希望するカネミ油症患
者が健康相談をすることができる体制の充実を図る。
また、漢方薬を用いた臨床研究を含めた更なる調査及び研究

の推進や、油症患者受療券の制度の対象となる医療機関数の更
なる拡大を図る。
さらに、現在油症治療研究班が設けている相談員制度に加え、

新たに相談支援員の設置を進めるとともに、相談員制度におけ
る相談員と相談支援員との相互の連携及び相談支援員に対する
研修等の実施を通じて、相談に関するネットワークを構築し、
カネミ油症患者等に対する相談体制の充実を図る。

○カネミ油症患者に関する施策に関するその他の重要事項

H24.11.30施行
H28.4.1一部改正
※下線部分追記
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○治療研究の推進
効果的な治療プログラムの開発に向けて、漢方薬
を用いた臨床研究を推進

○相談体制の充実
都道府県に油症相談支援員の設置を進め、相談に
関するネットワークを構築

○検診の充実
患者が、油症検診の結果を継続的に把握し、健康
相談を実施できる体制を充実

○医療提供体制の確保
油症患者受療券の制度の対象となる医療機関の
更なる拡大

カネミ油症患者に対する施策については、「カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律」に基づき、
総合的な支援措置を実施している。同法附則の検討規定を踏まえ、平成28年４月に実施した基本指針の改正により、
現在以下のとおりの支援措置を実施している。

認定患者

政府米の保管委
託事業を実施し、
カネミ倉庫の一
時金（５万円）支
払を確保

健康実態調査
を実施し、毎年、
健康調査支援
金（１９万円）を
支給

油症治療研究
油症検診

＜生活面での支援＞ ＜医療面での支援＞

※ 一時金と健康調
査支援金により、年
２４万円を支給

※平成24年12月
に油症診断基準を
見直し、同居家族
認定を実施

平成28年度指針改正による
新たな支援措置

従来の施策

※カネミ油症相談窓口
（47都道府県）

政府米の保管委
託を実施し、カネ
ミ倉庫の医療費
の支払を支援

カネミ油症患者に対する総合的な支援策の体系

９－５



９－６



９－７



９－８



研究班

カネミ油症患者

Ａ県

カネミ倉庫

患
者
情
報(

名
簿)

検
診
の
実
施

一
時
金
等

の
支
払
い

Ｂ県

患者情報(名簿)

患
者
情
報(

名
簿)

転居等

都道府県と連絡
が無い状態で転
居等があった場合、
転居先の都道府
県が健康実態調
査の案内等を送
付できない。

患
者
の
認
定

健
康
実
態
調
査
、
調
査
支
援
金
の
支
払
い

転居等の情報

カネミ油症患者の情報については、都道府県（カネミ油症
担当）、油症治療研究班（九州大学、福岡県保健環境研究所）、
カネミ倉庫株式会社などの主体が別々に管理・記録更新を行っており、
形式も異なっている。

研究班

カネミ油症患者

Ａ県

カネミ倉庫

検
診
の
実
施

一
時
金
等

の
支
払
い

Ｂ県

転居等

転居等があった場
合も、患者情報
は、システム経由
で共有されるので、
即座に健康実態
調査の案内等に
反映できる。

患
者
の
認
定

健
康
実
態
調
査
、
調
査
支
援
金
の
支
払
い

現 状 国がシステムを整備し、カネミ油症患
者の情報の管理及び記録を標準化する。また個
別に同意を得て、その範囲に限り他からの閲覧、
更新を可能とする。（同意がない患者の情報の
取り扱いは従来どおり）

整備後

管理システム

患者情報(名簿)
を一元化

・情報セキュリ
ティの確保
・データ保全
（バックアッ
プ）

セキュリティ
の程度や
データ保
全(バック
アップ)の
状況が
区々

患者情報(名簿)

調査結果の集計
（手作業）

調
査
デ
ー
タ
の
提
供

調
査
デ
ー
タ
の
自
動
集
計

機
能
の
追
加
を
検
討

調査結
果の研究
への利活
用を迅速
かつ効率
的に実施
可能にす
る。

油症患者健康実態調査対象者等の情報連携について
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情報連携の同意取得の流れについて

令
和
２
年
度

健
康
実
態
調

査

油症患者健康実態調査対象者等情報登録システム

研究班
閲覧

カネミ倉庫
閲覧

都道府県等
閲覧

令和２年
４～６月

一
時
金
の
支
払
い
の
案

内
令和３年
７月～

同
意
取
得

返答なし
（同意取得できず）

○引き続き、健康実
態調査等の際に同
意に関するご案内
を実施

○死亡者、生死不明
者の情報について
は、登録状況を見
て、個人情報の保
護に配慮しつつ、
登録のための対応
を検討

厚生労働省
（運用管理者）

運用保守
事業者

守秘義務を
含む委託契
約を締結

送付対象者
約1,500名

令
和
３
年
度

健
康
実
態
調
査

令和３年
４～６月

同
意
取
得

返答なし
（同意取得できず）

令
和
３
年

度
油
症
検
診

令和３年
4月～ 返答なし

（同意取得できず）

返答なし
（同意取得できず）

送付対象者
返答の無かった方
（登録の無い方）

送付対象者
返答の無かった方
（登録の無い方）

同
意
取
得

同
意
取
得

登録 登録 登録 登録

送付対象者
約1,800名
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情報連携に当たって実施するセキュリティ対策について

１ 安全な通信環境の確保
・都道府県との間は原則として、通常のインターネットとは切り離された国及び
自治体間を結ぶ専用のネットワークを通じて通信を行います。
・全国油症治療研究班等、上記のネットワークが使用できない利用主体について
も、国のセキュリティ要件に適合した、暗号化された通信回線を通じて通信を
行います。

２ 不適切な操作の排除
・情報の流出が生じないよう、本システムから利用者が情報を直接持ち出すこと
はできません。また、不必要な外部機器の接続も禁止します。
・誤った操作による情報の削除が行われないよう、重要な操作については、シス
テムが事前に注意表示を行い利用者に確認を促すこととします。

３ バックアップの徹底
・登録された情報はすべて、システム上で毎日バックアップを実施します。
・万一、システムに障害が発生した場合も、バックアップデータを使用し、速や
かに情報を復元します。

９－１１



９－１２



９－１３



９－１４



10．森永ひ素ミルク中毒被害者救済
事業に関する行政協力について



森永ヒ素ミルク中毒事件救済事業に関する行政協力について
１．概 要
昭和３０年６月頃から、主に西日本を中心として、乳幼児の間に原因不明の発熱、頑固

な下痢、皮膚の異常などを主症状とした疾病が続発。
森永乳業株式会社徳島工場の製造によるドライミルクに、ヒ素等の有害物質が混入したこ

とによる食中毒事件（被害者数 令和６年１１月３０日現在 １３，４６３名）。
昭和４９年に、被害者救済のため「財団法人ひかり協会」が設立され、被害者の健康管

理や生活保障援助等の事業を実施（費用は森永乳業が負担）。

２．三者会談
昭和４８年１２月に開催された第５回目の三者会談で、以後の被害者に対する救済対

策等について、旧厚生省、被害者とその家族で構成される守る会、森永乳業による３者間で
確認書が取り交わされた。後にひかり協会も参加。

３．行政協力

国は、確認書に基づき、被害者の恒久救済のため、ひかり協会が行う事業等に対し、各都
道府県市と連携し、保健、医療、福祉、労働など幅広い分野で、行政協力を行っているところ。
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（公財）ひかり協会は、昭和３０年に発生した森永ひ素ミルク中毒事件の被害者の救済を目的として、「森永ひ素ミルク中毒の被害者を守る
会」、森永乳業株式会社及び厚生省（当時）の三者の合意に基づいて、昭和４９年４月に設立されたもので、厚生労働省としては、従来から
ひかり協会の事業の円滑な推進のために積極的に取り組んできたところです。

被害者のニーズは、被害者自身の加齢、保護者の高齢化等が相まって変化しており、介護のためのホームヘルパー等を必要とする重度な被害者
から就職及び生活訓練の場を希望する被害者まで多種多様です。

各々の被害者のニーズに応えるためには、被害者の障害や症状に応じた的確な判断が必要なことから、医療、保健、障害福祉、介護保険等を
所管する部局や保健所、福祉事務所等の関係機関や市町村、都道府県労働局等と連携しつつ、積極的に対応されるようお願いします。

特に、ひかり協会が実施する森永ひ素ミルク中毒被害者救済事業に対する行政協力については、次に掲げる６点をお願い
します。
① 窓口担当部局において、保健医療、障害福祉、高齢福祉等を担当する部局のほか、都道府県労働局、市町村、保健所等の関係行政機
関との連絡調整を図るための会議を定期的に開催すること。

② （公財）ひかり協会が開催する関係者間の連絡調整を図るための会議（地域救済対策委員会等）に対する出席の要請を受けたときは、
可能な限り対応すること。

③ 「森永ミルク中毒事件全国担当係長会議」等を通じた厚生労働省から都道府県等への伝達の内容については、関係部局及び管下市町村
等に対する周知を徹底すること。

④ 市町村に対し、森永ひ素ミルク中毒被害者対策対象者名簿の写しを、個人情報の取り扱いに留意し、交付すること。
⑤ 平成31年１月10日付事務連絡「（公財）ひかり協会による障害のある森永ひ素ミルク中毒被害者への適切なサービス提供に向けた取組
に対する協力について（依頼）」に基づき、市町村において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年
法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）に基づく介護給付費等を支給する場合の基準を設けている場合であっても、当該基準
によって一律に判断するのではなく、障害保健福祉部局と介護保険部局とが連携し、介護保険サービスの支給量・内容では十分なサービスが
受けられない場合には、障害者総合支援法に基づく介護給付費等を支給するなど、適切な運用に努めることとし、障害のある被害者への支
援の必要性や本人の意向を踏まえて、個々の実態に即した支給決定がなされるよう、市町村等の関係行政機関と緊密な連絡調整を図るとと
もに、管内市町村あて周知徹底いただくこと。

⑥ 令和６年６月21日付事務連絡「森永ひ素ミルク中毒被害者の介護サービスの利用等に関する相談への対応について（依頼）」に基づき、
ひかり協会から窓口課に対し、被害者の生活の状況や利用する介護サービスの調整にあたっての意向等について情報提供があった場合には、
被害者が居住する市町村の介護保険主管部局への情報共有（救済事業に係る情報共有を含む。）と、介護保険主管部局に対し、被害
者が利用する地域包括支援センターや居宅介護支援事業所等への情報共有（救済事業に係る情報共有を含む。）を適切に実施するとと
もに、（公財）ひかり協会と十分な連携を図るよう依頼すること。

行政協力のお願い
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平成31年１月10日付け事務連絡
「（公財）ひかり協会による障害のある森永ひ素ミルク中毒被害者への適切なサービス提供に向けた取組に対する協力につ
いて（依頼）」
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令和６年６月21日付け事務連絡
「森永ひ素ミルク中毒被害者の介護サービス利用等に関する相談への対応について（依頼）」


